
移住支援金の支給対象移住支援金の支給対象移住支援金の支給対象移住支援金の支給対象

法人を募集します法人を募集します法人を募集します法人を募集します

奈良県 産業・雇用振興部 雇用政策課

ＴＥＬ ０７４２－２７－８８１２ （直通）

人材を確保したい奈良県内の企業の皆様へ人材を確保したい奈良県内の企業の皆様へ人材を確保したい奈良県内の企業の皆様へ人材を確保したい奈良県内の企業の皆様へ

移住支援金移住支援金移住支援金移住支援金

とはとはとはとは

対象法人に対象法人に対象法人に対象法人に

なるメリットなるメリットなるメリットなるメリット

お気軽にお問い合わせください。ご登録お待ちしております。お気軽にお問い合わせください。ご登録お待ちしております。お気軽にお問い合わせください。ご登録お待ちしております。お気軽にお問い合わせください。ご登録お待ちしております。

東京２３区東京２３区東京２３区東京２３区((((在住者又は通勤者在住者又は通勤者在住者又は通勤者在住者又は通勤者))))から奈良県に移住し、対象法人に就業したから奈良県に移住し、対象法人に就業したから奈良県に移住し、対象法人に就業したから奈良県に移住し、対象法人に就業した方に移住支援金を支給する制度です。方に移住支援金を支給する制度です。方に移住支援金を支給する制度です。方に移住支援金を支給する制度です。◆移住支援金の額◆◆移住支援金の額◆◆移住支援金の額◆◆移住支援金の額◆単身：６０万円単身：６０万円単身：６０万円単身：６０万円 世帯：１００万円世帯：１００万円世帯：１００万円世帯：１００万円※※※※移住者移住者移住者移住者に対しての支援金は国・県・市町村の負担となり、法人に対しての支援金は国・県・市町村の負担となり、法人に対しての支援金は国・県・市町村の負担となり、法人に対しての支援金は国・県・市町村の負担となり、法人の費用負担の費用負担の費用負担の費用負担はございません。はございません。はございません。はございません。◆移住支援金対象者の主な要件◆◆移住支援金対象者の主な要件◆◆移住支援金対象者の主な要件◆◆移住支援金対象者の主な要件◆移住元：東京移住元：東京移住元：東京移住元：東京23232323区在住又は通勤者区在住又は通勤者区在住又は通勤者区在住又は通勤者((((直近５年以上直近５年以上直近５年以上直近５年以上))))移住先：奈良県内の移住支援金実施市町村へ転入した方移住先：奈良県内の移住支援金実施市町村へ転入した方移住先：奈良県内の移住支援金実施市町村へ転入した方移住先：奈良県内の移住支援金実施市町村へ転入した方※※※※移住支援金の申請時において、転入後３か月以上１年以内の方移住支援金の申請時において、転入後３か月以上１年以内の方移住支援金の申請時において、転入後３か月以上１年以内の方移住支援金の申請時において、転入後３か月以上１年以内の方就就就就 業：マッチングサイトに移住支援金の対象として掲載する求人に業：マッチングサイトに移住支援金の対象として掲載する求人に業：マッチングサイトに移住支援金の対象として掲載する求人に業：マッチングサイトに移住支援金の対象として掲載する求人に新規就業した方新規就業した方新規就業した方新規就業した方

奈良県移住・就業・起業支援事業奈良県移住・就業・起業支援事業奈良県移住・就業・起業支援事業奈良県移住・就業・起業支援事業

移住者が移住支援金の支給を受けるためには、県が移住支援金の対象と移住者が移住支援金の支給を受けるためには、県が移住支援金の対象と移住者が移住支援金の支給を受けるためには、県が移住支援金の対象と移住者が移住支援金の支給を受けるためには、県が移住支援金の対象としてマッチングサイト「ジョブならしてマッチングサイト「ジョブならしてマッチングサイト「ジョブならしてマッチングサイト「ジョブならnetnetnetnet」に掲載した求人に就業することな」に掲載した求人に就業することな」に掲載した求人に就業することな」に掲載した求人に就業することなどの条件があります。どの条件があります。どの条件があります。どの条件があります。「ジョブなら「ジョブなら「ジョブなら「ジョブならnetnetnetnet」に掲載された求人情報は民間求人サイトともデータ連」に掲載された求人情報は民間求人サイトともデータ連」に掲載された求人情報は民間求人サイトともデータ連」に掲載された求人情報は民間求人サイトともデータ連携するため、高い広告効果が期待されるとともに、ＵＩＪターン希望者へ携するため、高い広告効果が期待されるとともに、ＵＩＪターン希望者へ携するため、高い広告効果が期待されるとともに、ＵＩＪターン希望者へ携するため、高い広告効果が期待されるとともに、ＵＩＪターン希望者へ広く情報提供されます。広く情報提供されます。広く情報提供されます。広く情報提供されます。人材確保のための手段の一つとして、対象法人にご登録していただきま人材確保のための手段の一つとして、対象法人にご登録していただきま人材確保のための手段の一つとして、対象法人にご登録していただきま人材確保のための手段の一つとして、対象法人にご登録していただきますようお願いします。すようお願いします。すようお願いします。すようお願いします。
詳しい要件や登録方法詳しい要件や登録方法詳しい要件や登録方法詳しい要件や登録方法はははは裏裏裏裏面面面面ををををごごごご覧覧覧覧くくくくだだだだささささいいいい

○○○○ 東京２３区の在住者又は通勤者が対象法人の求人に応募・採用され、東京２３区の在住者又は通勤者が対象法人の求人に応募・採用され、東京２３区の在住者又は通勤者が対象法人の求人に応募・採用され、東京２３区の在住者又は通勤者が対象法人の求人に応募・採用され、

奈良県内に移住すれば本人に移住支援金を給付します。奈良県内に移住すれば本人に移住支援金を給付します。奈良県内に移住すれば本人に移住支援金を給付します。奈良県内に移住すれば本人に移住支援金を給付します。

○○○○ 対象法人になれば、民間求人サイトと連携したマッチングサイト「ジョブなら対象法人になれば、民間求人サイトと連携したマッチングサイト「ジョブなら対象法人になれば、民間求人サイトと連携したマッチングサイト「ジョブなら対象法人になれば、民間求人サイトと連携したマッチングサイト「ジョブなら

netnetnetnet」に掲載されるため、求人情報などを全国規模で発信していただけます。」に掲載されるため、求人情報などを全国規模で発信していただけます。」に掲載されるため、求人情報などを全国規模で発信していただけます。」に掲載されるため、求人情報などを全国規模で発信していただけます。

○○○○ 対象法人になるには、県への申請・対象法人になるには、県への申請・対象法人になるには、県への申請・対象法人になるには、県への申請・審査が必要です。審査が必要です。審査が必要です。審査が必要です。

対象法人への登録・求人掲載は無料です。対象法人への登録・求人掲載は無料です。対象法人への登録・求人掲載は無料です。対象法人への登録・求人掲載は無料です。

事業の事業の事業の事業の

ポイントポイントポイントポイント



対象法人の対象法人の対象法人の対象法人の

要件要件要件要件

対象求人の対象求人の対象求人の対象求人の

要件要件要件要件

登録方法登録方法登録方法登録方法

以下の全てを満たす法人が対象となります。以下の全てを満たす法人が対象となります。以下の全てを満たす法人が対象となります。以下の全てを満たす法人が対象となります。・・・・官公庁官公庁官公庁官公庁等等等等※※※※１１１１ででででないことないことないことないこと。。。。・・・・資本金資本金資本金資本金10101010億円以上の法人でないこと。億円以上の法人でないこと。億円以上の法人でないこと。億円以上の法人でないこと。・・・・みなしみなしみなしみなし大企業大企業大企業大企業※※※※２２２２ででででないこと。ないこと。ないこと。ないこと。・・・・本社又は事業所所在地が奈良県内にある法人であること。本社又は事業所所在地が奈良県内にある法人であること。本社又は事業所所在地が奈良県内にある法人であること。本社又は事業所所在地が奈良県内にある法人であること。((((本社本社本社本社所在地が条件不利所在地が条件不利所在地が条件不利所在地が条件不利地域地域地域地域※※※※３３３３以外以外以外以外のののの東京圏東京圏東京圏東京圏※※※※４４４４ににににある法人を除く。ある法人を除く。ある法人を除く。ある法人を除く。))))・・・・雇用保険の適用事業主であること。雇用保険の適用事業主であること。雇用保険の適用事業主であること。雇用保険の適用事業主であること。・・・・風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律に風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律に風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律に風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律に定める風俗定める風俗定める風俗定める風俗営業者でない営業者でない営業者でない営業者でないこと。こと。こと。こと。・・・・暴力団等の反社会的勢力又は反社会的勢力と関係を有する暴力団等の反社会的勢力又は反社会的勢力と関係を有する暴力団等の反社会的勢力又は反社会的勢力と関係を有する暴力団等の反社会的勢力又は反社会的勢力と関係を有する法人法人法人法人でないでないでないでないことことことこと。。。。※※※※１１１１ 「「「「官公庁等」には、独立行政法人や第三セクター、一部事務組合等の国又は地方公共団体官公庁等」には、独立行政法人や第三セクター、一部事務組合等の国又は地方公共団体官公庁等」には、独立行政法人や第三セクター、一部事務組合等の国又は地方公共団体官公庁等」には、独立行政法人や第三セクター、一部事務組合等の国又は地方公共団体がががが設立設立設立設立・出資又は・出資又は・出資又は・出資又は出えんして出えんして出えんして出えんしている主体がいる主体がいる主体がいる主体が含まれる。含まれる。含まれる。含まれる。※※※※２２２２ 「「「「みなし大企業」は、以下のいずれかに該当する法人とする。みなし大企業」は、以下のいずれかに該当する法人とする。みなし大企業」は、以下のいずれかに該当する法人とする。みなし大企業」は、以下のいずれかに該当する法人とする。・・・・発行済株式の総数又は出資価格の総額の発行済株式の総数又は出資価格の総額の発行済株式の総数又は出資価格の総額の発行済株式の総数又は出資価格の総額の2222分の分の分の分の1111以上を同一の資本金以上を同一の資本金以上を同一の資本金以上を同一の資本金10101010億円以上の法人億円以上の法人億円以上の法人億円以上の法人が所が所が所が所有して有して有して有している資本金いる資本金いる資本金いる資本金10101010億円未満の法人億円未満の法人億円未満の法人億円未満の法人・・・・発行済株式の総数又は出資価格の総額の発行済株式の総数又は出資価格の総額の発行済株式の総数又は出資価格の総額の発行済株式の総数又は出資価格の総額の3333分の分の分の分の2222以上を資本金以上を資本金以上を資本金以上を資本金10101010億円以上の法人が所有億円以上の法人が所有億円以上の法人が所有億円以上の法人が所有してしてしてしているいるいるいる資本金資本金資本金資本金10101010億円未満の法人億円未満の法人億円未満の法人億円未満の法人・・・・資本金資本金資本金資本金10101010億円以上の法人の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の億円以上の法人の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の億円以上の法人の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の億円以上の法人の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の2222分の分の分の分の1111以上を以上を以上を以上を占め占め占め占めてててている資本金いる資本金いる資本金いる資本金10101010億円未満の億円未満の億円未満の億円未満の法人法人法人法人※※※※３３３３ 過疎地域自立促進特別措置法（平成過疎地域自立促進特別措置法（平成過疎地域自立促進特別措置法（平成過疎地域自立促進特別措置法（平成12121212年法律第年法律第年法律第年法律第15151515号）、山村振興法（昭和号）、山村振興法（昭和号）、山村振興法（昭和号）、山村振興法（昭和40404040年法律第年法律第年法律第年法律第64646464号号号号）、離島振興法（昭和）、離島振興法（昭和）、離島振興法（昭和）、離島振興法（昭和28282828年法律第年法律第年法律第年法律第72727272号）、半島振興法（昭和号）、半島振興法（昭和号）、半島振興法（昭和号）、半島振興法（昭和60606060年法律第年法律第年法律第年法律第63636363号）又は号）又は号）又は号）又は笠原笠原笠原笠原諸島諸島諸島諸島振興開発特別措置法振興開発特別措置法振興開発特別措置法振興開発特別措置法((((昭和昭和昭和昭和44444444年法律第年法律第年法律第年法律第79797979号）の指定区域を含む市町村（政令指定都市を号）の指定区域を含む市町村（政令指定都市を号）の指定区域を含む市町村（政令指定都市を号）の指定区域を含む市町村（政令指定都市を除除除除くくくく。）をいう。）をいう。）をいう。）をいう。。。。※※※※４４４４ 東京都、神奈川県、埼玉県及び千葉県東京都、神奈川県、埼玉県及び千葉県東京都、神奈川県、埼玉県及び千葉県東京都、神奈川県、埼玉県及び千葉県対象法人の要件を満たす法人が募集する、以下の要件を満たす求人対象法人の要件を満たす法人が募集する、以下の要件を満たす求人対象法人の要件を満たす法人が募集する、以下の要件を満たす求人対象法人の要件を満たす法人が募集する、以下の要件を満たす求人がががが対象対象対象対象となります。となります。となります。となります。・勤務地が奈良県内に所在すること。・勤務地が奈良県内に所在すること。・勤務地が奈良県内に所在すること。・勤務地が奈良県内に所在すること。・週２０時間以上の無期雇用・週２０時間以上の無期雇用・週２０時間以上の無期雇用・週２０時間以上の無期雇用契約の求人であること契約の求人であること契約の求人であること契約の求人であること※※※※。。。。※※※※転勤、出向、研修等による勤務地の変更ではなく、新規の雇用であること。転勤、出向、研修等による勤務地の変更ではなく、新規の雇用であること。転勤、出向、研修等による勤務地の変更ではなく、新規の雇用であること。転勤、出向、研修等による勤務地の変更ではなく、新規の雇用であること。①①①① 「移住支援金対象法人に係る登録申請書」に必要事項を記入し、法人「移住支援金対象法人に係る登録申請書」に必要事項を記入し、法人「移住支援金対象法人に係る登録申請書」に必要事項を記入し、法人「移住支援金対象法人に係る登録申請書」に必要事項を記入し、法人の代表者印等を押印の上、別紙誓約事項を添付して郵送してください。の代表者印等を押印の上、別紙誓約事項を添付して郵送してください。の代表者印等を押印の上、別紙誓約事項を添付して郵送してください。の代表者印等を押印の上、別紙誓約事項を添付して郵送してください。登録申請は随時受け付けております。登録申請は随時受け付けております。登録申請は随時受け付けております。登録申請は随時受け付けております。申請書は県ホームページからダウンロードできます。申請書は県ホームページからダウンロードできます。申請書は県ホームページからダウンロードできます。申請書は県ホームページからダウンロードできます。県ホームページ県ホームページ県ホームページ県ホームページ ＵＲＬ：ＵＲＬ：ＵＲＬ：ＵＲＬ：http://http://http://http://www.pref.nwww.pref.nwww.pref.nwww.pref.naaaarrrraaaa....jjjjp/p/p/p/55553333549549549549.ht.ht.ht.htmmmm＜＜＜＜郵送先郵送先郵送先郵送先＞＞＞＞〒〒〒〒６３０６３０６３０６３０－８－８－８－８５０１５０１５０１５０１奈良県奈良市登大奈良県奈良市登大奈良県奈良市登大奈良県奈良市登大路路路路町３０町３０町３０町３０番番番番地地地地奈良県奈良県奈良県奈良県産産産産業・雇用業・雇用業・雇用業・雇用振興部振興部振興部振興部雇用雇用雇用雇用政策課政策課政策課政策課 移住支援金移住支援金移住支援金移住支援金担当担当担当担当 宛宛宛宛②②②② 申請内申請内申請内申請内容容容容の確の確の確の確認後認後認後認後、、、、承認承認承認承認通通通通知知知知を送付します。を送付します。を送付します。を送付します。③③③③ 登録登録登録登録完了後完了後完了後完了後、奈良県マッチングサイト「ジョブなら、奈良県マッチングサイト「ジョブなら、奈良県マッチングサイト「ジョブなら、奈良県マッチングサイト「ジョブならnetnetnetnet」のホームペー」のホームペー」のホームペー」のホームページにおいて、企業情報及び求人情報を掲載していただけます。ジにおいて、企業情報及び求人情報を掲載していただけます。ジにおいて、企業情報及び求人情報を掲載していただけます。ジにおいて、企業情報及び求人情報を掲載していただけます。移住支援金対象求人の掲載移住支援金対象求人の掲載移住支援金対象求人の掲載移住支援金対象求人の掲載開始開始開始開始は、は、は、は、令和令和令和令和元年１０元年１０元年１０元年１０月月月月１１１１日日日日をををを予予予予定して定して定して定しております。おります。おります。おります。ジョブならジョブならジョブならジョブならnetnetnetnet ＵＲＬ：ＵＲＬ：ＵＲＬ：ＵＲＬ：httphttphttphttpssss://www.://www.://www.://www.jobjobjobjob----nnnnaaaarrrraaaa.pref.n.pref.n.pref.n.pref.naaaarrrraaaa....jjjjp/p/p/p/
留意事項留意事項留意事項留意事項

移住支援金の受給者は、移住支援金を申請した移住支援金の受給者は、移住支援金を申請した移住支援金の受給者は、移住支援金を申請した移住支援金の受給者は、移住支援金を申請した日日日日から１年以内にから１年以内にから１年以内にから１年以内に離職離職離職離職ししししたたたた場合場合場合場合や、５年以内に支給市町村から転や、５年以内に支給市町村から転や、５年以内に支給市町村から転や、５年以内に支給市町村から転出出出出したしたしたした場合場合場合場合などには、移住支援金などには、移住支援金などには、移住支援金などには、移住支援金のののの返還返還返還返還を求められますので、対象法人におかれましては、を求められますので、対象法人におかれましては、を求められますので、対象法人におかれましては、を求められますので、対象法人におかれましては、早早早早期期期期離職離職離職離職のののの防止防止防止防止等について、ご等について、ご等について、ご等について、ご配慮頂配慮頂配慮頂配慮頂きますようお願いします。きますようお願いします。きますようお願いします。きますようお願いします。

↑↑↑↑申請書はこちらから申請書はこちらから申請書はこちらから申請書はこちらからダウンロードできますダウンロードできますダウンロードできますダウンロードできます


